
物価高騰対応重点支援地方創生交付金効果検証資料（R6実施計画分）

Ｎｏ 事業名

事業内容（実施計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等） 所管課

事業開始
年月日

事業完了
年月日 進捗

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

その他（一般財源や
補助対象外経費等）

（Ｄ）

事業費
執行率

実施結果
成果目標
【確認用】

達成状況
【確認用】

評価等

1

電力・ガス・食料
品等価格高騰重
点支援給付金
（追加給付）【物
価高騰対策給付
金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯　1957世帯×70千円　　　のうちR６計画分
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1957世帯）

福祉子育て
課

8,680,000 8,680,000 0 0 R5.12.25 R6.3.18 完了 100%
事業内容（実施計画）
に沿って事業を実施
できた。

対象世帯に対して
令和6年1月までに
支給を開始する

達成

成果目標を達成すること
ができ、物価高騰の影響
を受けている低所得世帯
等に対し、給付金を支給す
ることで、経済的な支援を
することができた。

2
電力・ガス・食料
品等価格高騰重
点支援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　540世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　350世帯×
100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　550世帯×100千円、子ども加算　450人×50千
円、定額減税を補足する給付の対象者　6000人　(140000千円）　　のうちR６計画分
事務費　6336千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1440世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（6000
人）

福祉子育て
課

264,895,249 264,895,249 0 0 R6.3.28 R7.2.10 完了 85%

総事業費が計画を下
回る実績となったが、
それ以外は事業内容
（実施計画）に沿って
事業を実施できた。

対象世帯に対して
令和6年5月までに
支給を開始する

達成

成果目標を達成すること
ができ、物価高騰の影響
を受けている低所得世帯
等に対し、給付金を支給す
ることで、経済的な支援を
することができた。

7 給食費助成事業

➀物価高騰による小中学生の保護者の負担を軽減するため、食材費の高騰により値上げした給
食費の一部（値上げの半額）を町が負担する。
②食材購入費（教職員は除く。）
③小学校　500円×11か月×996人
　 中学校　600円×11か月×577人
④益子町学校給食センター運営委員会（児童生徒保護者等）

学校教育課 8,952,500 8,952,000 0 500 R6.4.8 R7.3.21 完了 96%

総事業費が計画を下
回る実績となったが、
それ以外は事業内容
（実施計画）に沿って
事業を実施できた。

「幸せな暮らしと感
じる人」の割合
88.4％（第3期まし
こ未来計画に同
じ）

未達成
（86.7）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的である物
価高騰による小中学生の
保護者の負担軽減につな
げることができた。

8
プレミアム商品
券発行事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響は、町民の経済的な困窮を招くだけでなく、地域
経済にも影響を与え、、町内事業者にも経済的困窮を招いている。そこで町民や町内事業者を支
援するためのプレミアム商品券を発行し、生活の安定と地域経済の活性化を図る。
②プレミアム商品券発行事業補助金
③プレミアム分9,000千円 事務手数料1,000千円
④益子町商工会、全住民

観光商工課 9,968,333 9,968,000 0 333 R6.7.11 R7.3.28 完了 100%
事業内容（実施計画）
に沿って事業を実施
できた。

「幸せな暮らしと感
じる人」の割合
88.4%（第３期まし
こ未来計画に同
じ）

未達成
（86.8）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的であるエ
ネルギー・食料品価格等
の物価高騰の影響を受け
る対象者に対する生活の
安定と地域経済の活性化
を図ることができた。

9
環境配慮型農業
資材等購入費補
助金

①高騰する化学肥料からの転換や環境配慮型の農業用資材を活用する者に対し、堆肥等の購
入に係る経費の一部を助成し、経営の負担軽減及び安定化への支援を図る。
②益子町環境配慮型農業資材等購入費補助金
③A:有機たい肥　4,000円/t×250t=1,000,000円
   B:生分解性マルチ　7,200円/本×278本＝2,001,600円
   C:生分解性ポット　800円/セット×374セット＝299,200円
　 D:ランナーピン　2,200円/セット×136セット＝299,200円
 　 A＋B＋C＋D＝3,600千円
④町内における農業者

農政課 2,666,000 2,666,000 0 0 R6.4.5 R7.3.28 完了 74%

総事業費が計画を下
回る実績となったが、
それ以外は事業内容
（実施計画）に沿って
事業を実施できた。

町内総生産目標
564億円（第３期ま
しこ未来計画に同
じ）

未達成
（535億円）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的である高
騰する化学肥料からの転
換や環境配慮型の農業用
資材を活用する対象者に
対して経営の負担軽減及
び安定化への支援をする
ことができた。

10
配合飼料等価格
高騰対策支援事
業補助金

①配合飼料高騰等の影響を受けている町内の酪農・畜産事業者等に対して飼料価格上昇分を
補助し、事業継続及び経営安定化への支援を図る。
②益子町配合飼料等価格高騰対策支援事業補助金
③配合飼料：2,100円/t　補助対象数量：3,500t
　 A:2,100円×3,500t＝7,350,000円
　 粗飼料（乳用牛）：10,000円/頭　補助対象頭数：445頭
　 B:10,000円×445頭＝4,450,000円
　 粗飼料（肉用牛）：2,000円/頭　　　補助対象頭数：100頭
　 C：2,000円×100頭＝200,000円
　 A＋B＋C＝12,000千円（14名）
④町内における酪農・畜産事業者

農政課 11,463,000 11,463,000 0 0 R6.8.30 R6.9.30 完了 96%

総事業費が計画を下
回る実績となったが、
それ以外は事業内容
（実施計画）に沿って
事業を実施できた。

町内総生産目標
564億円（第３期ま
しこ未来計画に同
じ）

未達成
（536億円）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的である配
合飼料高騰等の影響を受
けている対象者に対して
事業継続及び経営安定化
への支援をすることができ
た。

11
益子町省エネ家
電製品購入費補
助金

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける世帯が、省エネ性能に優れた家電製品
へ買換えをする際の購入費を補助することにより、町民のエネルギー費用負担を軽減する。
②益子町省エネ家電製品購入費補助金
③50千円×200世帯
④全住民

町民くらし課 10,020,000 10,000,000 0 20,000 R6.5.20 R6.11.28 完了 100%
事業内容（実施計画）
に沿って事業を実施
できた。

「幸せな暮らしと感
じる人」の割合
88.4%（第３期まし
こ未来計画に同
じ）

未達成
（86.7）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的であるエ
ネルギー・食料品価格等
の物価高騰の影響を受け
る対象者のエネルギー負
担の軽減につなげること
ができた。

総事業費
（A）＝（B）＋（Ｃ）＋（Ｄ）

効果検証等
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物価高騰対応重点支援地方創生交付金効果検証資料（R6実施計画分）

Ｎｏ 事業名

事業内容（実施計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等） 所管課

事業開始
年月日

事業完了
年月日 進捗

交付金充当
経費（Ｂ）

国庫補助額
（Ｃ）

その他（一般財源や
補助対象外経費等）

（Ｄ）

事業費
執行率

実施結果
成果目標
【確認用】

達成状況
【確認用】

評価等

総事業費
（A）＝（B）＋（Ｃ）＋（Ｄ）

効果検証等

13 子育て応援手当

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯への経済支援をするため、
地域通貨を支給する
②子育て応援手当
③A：30千円×199人＝5,970,000円
　 B:20千円×197人＝3,940,000円
　 C:10千円×209人＝2,090,000円
　 A+B+C＝合計12,000千円
④高校生が属している世帯

福祉子育て
課

12,000,000 1,701,000 0 10,299,000 R6.4.17 R7.2.28 完了 100%
事業内容（実施計画）
に沿って事業を実施
できた。

「幸せな暮らしと感
じる人」の割合
88.4%（第３期まし
こ未来計画に同
じ）

未達成
（86.8）

成果目標は未達成だった
が、事業の目的であるエ
ネルギー・食料品価格等
の物価高騰の影響を受け
る対象者の経済支援がで
きた。

14
公共交通等燃料
費及び物価高騰
対策交付金

①エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける地域公共交通事業者への事業継続のための支援
②公共交通等燃料費及び物価高騰対策交付金
③デマンドタクシー　3事業者×90,000円
　高速バス　1事業者×340,000円/半期×2
　路線バス　1事業者×290,000円/半期×2
④デマンドタクシー運行事業者、高速バス運行事業者、路線バス運行事業者

総合政策課 1,530,000 1,530,000 0 0 R7.2.28 R7.3.18 完了 100%
事業内容（実施計画）
に沿って事業を実施
できた。

「住みやすい住環
境と感じる」割合
76.0%（第３期まし
こ未来計画に同
じ）

達成
（77.1%）

成果目標を達成でき、地
域公共交通の事業継続に
向け、経済的に支援するこ
とができた。

330,175,082 319,855,249 0 10,319,833合計
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